
文化・教育・くらし創造部建築工事重点監督実施要領

（趣旨）

第１条 奈良県文化・教育・くらし創造部及びこども・女性局の入札する建築工

事（設備工事を含む。）において、契約内容に適合した施工と工事目的物の品

質確保を図ることを目的として、重点監督の実施について必要な事項を定める。

（用語の定義）

第２条 「重点監督」とは、「県土マネジメント部建築工事監督要領」（以下、「監

督要領」という。）に定める監督に加え、施工状況の確認及び把握の強化を実

施することをいう。「重点監督」の実施は監督要領及び「県土マネジメント部

建築工事検査要領」（以下、「検査要領」という。）に定めるもののほか、この

要領に定めるところによるものとする。

（対象工事）

第３条 重点監督の対象工事は、次のとおりとする。

(1) 低入札価格調査の調査基準価格を下回る入札を行い、契約を行った工事

（以下、「低入札工事」という。）

(2) 文化・教育・くらし創造部長又はこども・女性局長が、契約内容に適合

した施工と工事目的物の品質確保を図るために特に必要と認めた工事

（重点監督体制）

第４条 重点監督の対象工事は、監督要領に定める監督員に加えて、「重点監督

員」「指導点検員」をおくものとする。

２ 重点監督員は、監督要領第５条に定める総括監督員相当職にある者とする。

なお、当該工事に総括監督員が配置されている場合は、その者に重点監督員

を兼ねさせることができるものとする。

３ 指導点検員は、工事担当課（室・所）長が指名する者とする。

（重点監督の実施）

第５条 重点監督の実施については、次により重点点検を行う。

(1) 施工体制の重点確認は、請負者から施工体制台帳及び施工計画書の提出

があったときに、総括監督員が「施工体制の重点確認簿」（点検様式１）

により主任（監理）技術者及び現場代理人から説明を求めて確認すること

により行うものとする。

(2) 施工体制の重点点検は、工事の各段階において、監督員が「施工体制の

重点点検簿」（点検様式２）により施工プロセスのチェックリストをもと

に書類及び現場確認することにより行うものとする。

(3) 施工体制の合同重点点検は、工事の各段階の重要な工種において、重点

監督員及び指導点検員が「施工体制の合同重点点検簿」（点検様式３）に

より書類及び現場確認することにより行うものとする。

２ 施工の各段階で監督員が行う検査は、立会すること等により、通常の工事

に増して入念に行うものとする。また、その際に施工体制台帳及び施工計画

書の記載内容に沿った施工が実施されているかどうかの確認を併せて行い、

実際の施工が記載内容と異なるときは、主任（監理）技術者及び現場代理人



からその理由を詳細に聴くとともに、その結果を検査記録表[指示・報告]（建

築及び設備工事監督・検査事務処理様式集 様式１４）により重点監督員に

報告するものとする。

３ 合同重点点検時において、「施工体制の合同重点点検簿」（点検様式３）

により改善指導を行った場合、当該工事の監督員は、施工者に対して文書に

よる改善指示を行ったうえ不適切な事項の改善を求めるものとする。

（請負者の施工体制）

第６条 専任の主任（監理）技術者の配置が義務づけられている工事のうち、低

入札工事においては、主任（監理）技術者とは別に同等程度の技術者（以下、

「補助監理技術者」という。）を専任で１名配置させることとする。

２ 請負者は、主任（監理）技術者の届出と同様に、補助監理技術者の届出を

させることとする。

３ 請負者は、前項の届出が提出された後に工事着手できるものとし、工事を

担当する課又は出先機関の長は、当該届出が提出されない場合、工事着手の

中止その他必要な措置をとるものとする。

４ 補助監理技術者は、主任（監理）技術者を補助し、主任（監理）技術者と

同様の職務を行うものとする。

（請負者の品質管理）

第７条 重点監督員は、必要に応じ、通常の工事に増して入念に品質管理（以下、

「重点品質管理」という。）を行うことを請負者に求めることができるものと

する。

２ 前項により重点品質管理を行う場合は、当該工事の施工に先立ち、重点監

督員と請負者が協議のうえ品質計画を作成し、施工計画書にその内容を記載

するものとする。

（検査）

第８条 検査に際しては、「検査要領」「建築工事技術検査基準」等の諸基準に

より、一層厳格な検査を実施するものとする。

（結果報告）

第９条 事業担当課(室 )長は、当該工事が完了したときは、重点監督報告書（点

検様式４）により点検結果をまとめて、文化・教育・くらし創造部長又はこど

も・女性局長に報告するものとする。

附 則

この要領は、平成２６年６月２６日から施行する。

改正 平成３１年４月１日

令和 ２年４月１日


